
平成２４年５月１４日

株式会社ジャパンネット銀行 ＵＲＬ　http://www.japannetbank.co.jp/
代表取締役社長 　小　村　充　広 ＴＥＬ （03）3344-5210
取締役企画本部長 　細　川　通　則 中間配当制度の有無　　有

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

１．平成２４年３月期の業績（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日）

　（１）経営成績

百万円 ％　　 百万円 ％　　 百万円 ％　　

平成２４年３月期 18,658 (1.5) 11,007 (2.2) 8,499 (△ 1.3) 

平成２３年３月期 18,381 (△ 5.3) 10,767 (△ 3.8) 8,620 (△ 0.3) 

百万円 ％　　 百万円 ％　　 円 銭

平成２４年３月期 2,295 (9.1) 1,379 (△ 29.9) 1,603 80

平成２３年３月期 2,102 (△ 8.1) 1,969 (△ 11.5) 2,290 28 
（注）１．期中平均株式数　　　　　　 ８６０，０００株

　　　２．会計処理の方法の変更　　無

　　　３．業務純益 平成２４年３月期　　  　２，５１２百万円           

　　　 　　　　　　平成２３年３月期　　  　２，１５１百万円           

　　　４．パーセント表示は、対前期増減率

　（２）財政状態
１株当たり 自己資本比率

純資産 （国内基準）
百万円 百万円 ％　 　　　　円　　銭 ％　

平成２４年３月期 559,555 49,229 8.7  57,244 16 35.09 

平成２３年３月期 518,311 47,868 9.2  55,660 99 34.32 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成２４年３月期 494,419 　　　　－ 26,983 361,824 117,500 

平成２３年３月期 458,045 　　　　－ 25,380 362,787 90,000 
（注）１．期末発行済株式数　　　　　 ８６０，０００株

　　　２．期末口座数　　　　 　　　　２，３４５千口座

　　　３．「自己資本比率」は期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　４．「自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に

           照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19

　　　　　号）」に基づき算出しております。

　　　　　なお、平成21年3月期より「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　　　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）の

　　　　　特例（平成20年金融庁告示第79号）」を適用して算出しております（速報値）。

　（３）キャッシュ・フローの状況
営業活動による投資活動による財務活動による 現金及び現金

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円 

平成２４年３月期 11,180 △ 1,752 　　　　－ 19,348 

平成２３年３月期 △ 11,543 19,364 　　　　－ 9,920 

有価証券残高 ｺｰﾙﾛｰﾝ残高預金残高 ｺｰﾙﾏﾈｰ残高 貸出金残高

総資産 純資産 自己資本比率

経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

経常収益 業務粗利益 営業経費

平成２４年３月期　財務諸表の概要

会 社 名
代 表 者
問合せ先責任者
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(単位：百万円)

19,853 494,419

預 け 金 19,853 318,749

117,500 174,843

10,599 827

10,510 15,687

361,824 1,005

国 債 97,012 1,411

地 方 債 19,072 3

社 債 237,852 11,154

そ の 他 の 証 券 7,887 983

26,983 37

証 書 貸 付 546 1,092

当 座 貸 越 26,436 104

6,706 100

未 収 収 益 1,354 12

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 33 510,325

金 融 派 生 商 品 2,170

そ の 他 の 資 産 3,148 37,250

430 4,626

建 物 137 4,626

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 292 7,586

4,641 7,586

ソ フ ト ウ ェ ア 4,641 繰 越 利 益 剰 余 金 7,586

539 49,463

△ 32 △ 233

△ 233

49,229

559,555 559,555資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

無 形 固 定 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 株 主 資 本 合 計

有 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

預 金現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

普 通 預 金

２．第１２期末（平成２４年３月３１日現在）貸借対照表

金        額科       目 科       目金        額

金 銭 の 信 託

前 受 収 益

そ の 他 の 負 債

有 価 証 券

貸 出 金

先 物 取 引 受 入 証 拠 金

金 融 派 生 商 品

資 産 除 去 債 務

そ の 他 負 債
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（単位：百万円）

科         目 金 額

18,658

6,892

貸 出 金 利 息 4,156

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,531

コ － ル ロ － ン 利 息 151

預 け 金 利 息 27

そ の 他 の 受 入 利 息 26

9,524

受 入 為 替 手 数 料 4,704

そ の 他 の 役 務 収 益 4,819

2,212

外 国 為 替 売 買 益 1,090

国 債 等 債 券 売 却 益 1,119

国 債 等 債 券 償 還 益 2

27

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 0

金 銭 の 信 託 運 用 益 1

そ の 他 の 経 常 収 益 25

16,362

610

預 金 利 息 610

コ － ル マ ネ － 利 息 0

6,833

支 払 為 替 手 数 料 1,712

そ の 他 の 役 務 費 用 5,121

191

国 債 等 債 券 売 却 損 73

金 融 派 生 商 品 費 用 117

8,499

227

株 式 等 売 却 損 182

そ の 他 の 経 常 費 用 45

2,295

2,295

949

△ 33

916

1,379

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 経 費

そ の 他 業 務 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

３．第１２期（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）損益計算書

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

そ の 他 業 務 収 益

役 務 取 引 等 収 益
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（単位：百万円）

科         目 金　　　額

37,250

－

37,250

4,626

－

4,626

6,207

当期純利益 1,379

当期変動額合計 1,379

7,586

48,084

1,379

1,379

49,463

△　215

△　17

△　17

△　233

47,868

1,379

△　17

1,361

49,229

当期変動額合計

株主資本

資本金

当期首残高

当期変動額

当期末残高

資本剰余金

資本準備金

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高

当期変動額

当期末残高

株主資本合計

当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

４．第１２期（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）株主資本等変動計算書

当期末残高

当期変動額

当期純利益

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期変動額合計

当期末残高

純資産合計

当期首残高
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券に
ついては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産は、建物は定額法、動産は定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

建　物 １５年～１８年
　 その他 ５年～６年

（2）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
まず、取引先を自己査定に基づき、｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する、正常先債権・要注
意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分類しております。
正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、予想貸倒率等に基づき引き
当てております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立したリスク
管理部が査定結果を検証しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び保証による
回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しております。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度
に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本
公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法により、当事業年度末における退職給付債務（自
己都合要支給額）を計上しております。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末の要支給額を
計上しております。

5. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。なお、有形固定
資産等に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

追加情報

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月4日）を適用しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債及び事業債に

合計４９，３４２百万円含まれております。
2. 貸出金のうち、破綻先債権額は１百万円、延滞債権額は１０５百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利
息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権以外の貸出金であります。

3. 貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は５百万円であります。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び
３ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１１４百万円であります。
6. 担保に供している資産は次のとおりであります。

資金調達、為替決済等の取引の担保として、有価証券５７，１０１百万円及び預け金３０百万円を差し入れて
おります。また、その他資産のうち保証金敷金は２９５百万円であります。

7. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
６５，４５９百万円であります。
これらは全て原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
これらの契約は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由のあるときは、当社が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約後も定期的
に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

8. 有形固定資産の減価償却累計額 １，８２４百万円
9. 関係会社に対する金銭債権総額 ４１，３１４百万円
10.関係会社に対する金銭債務総額 １５０百万円
11.銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰
余金の配当により減少する剰余金の額に5分の1を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上すること
となります。

（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益　　　　　 

資金運用取引に係る収益総額 ２１９百万円
役務取引等に係る収益総額 ４９百万円
その他業務･その他経常取引に係る収益総額 １百万円

2. 関係会社との取引による費用　　　　   
役務取引等に係る費用総額 ２１７百万円
その他業務･その他経常取引に係る費用総額 ３９８百万円
その他の取引に係る費用総額 ７百万円

3. 関連当事者との取引
兄弟会社等 （単位：百万円）

(注1）当社貸出金の債務保証を委託したものであり、保証料率は、保証履行実績等を勘案して交渉により決定
しております。

(注2）取引金額及び期末残高には、消費税等を含めておりません。

（株主資本等変動計算書関係）
1. 株式に関する事項 （単位：株）

860,000 －

 第一種無議決権株式 283,800

　合計 860,000 －　 －　

－　 －　

当事業年度末
株式数

摘要

576,200 －

283,800 －

 普通株式 576,200 －　 －　

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

債務保証委託 － 貸出金 26,983

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高種　類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

保証料の支払 568
その他の
役務費用

－
親会社の
子会社

プロミス
株式会社

－
当社貸出金の
債務保証委託
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に関する取組方針
当社は、インターネット専業銀行として、顧客からの預金受入れ及び市場からのコールマネーにより調達を行
ない、個人向けローン及び有価証券の購入等にて運用を行っております。
主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないよう
に、当社では、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。その一環として、デリバティブ取引を
行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、主として有価証券（資産全体の64％程度）であります。保有有価証券の主な内訳
は、国債、地方債、財投債、社債及び投資信託であり、主にその他有価証券として保有しておりますが、一部
は満期保有目的の債券として保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク
及び市場価格の変動リスクに晒されております。
また、個人向けローン（資産全体の４％程度）は、全て保証会社の保証付貸出金であり、直接的な信用リスク
には晒されておりません。しかしながら、当該保証会社は消費者金融業者であり、消費者金融業を巡る経営環
境等の状況が悪化し、保証を受けられない事態が生じた場合には、信用リスクに晒される可能性があります。
その他の金融資産として、短期のコールローン及び買入金銭債権を保有しております。
当社の金融負債は、主として預金（負債全体の96％程度）であり、普通預金、定期預金及びその他の預金から
成り立っております。また、コールマネーによる資金調達も行っております。いずれの負債も金利の変動リス
クに晒されております。　
デリバティブ取引は、債券の相場変動のリスクをコントロールする目的で債券先物取引及び金利先物取引を行
い、投資信託の相場変動のリスクをコントロールする目的で株価指数先物取引を行っております。また、外国
為替証拠金取引及びそのカバー取引として、通貨関連取引を行っております。なお、これらの取引はいずれも
ヘッジ会計は適用しておりません。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社では、取締役会において定めた普遍的な基本方針「クレジット・ポリシー」に従い、信用リスク管理体
制を社内規程に定め、信用リスクのコントロールに努めております。また、資産の健全性を確保し、資産内
容を客観的に反映した正確な財務諸表の作成及び適切な償却引当を行うため、取締役会において自己査定及
び償却引当の規程を定めております。各部門から独立した業務監査室が、信用リスク管理状況につき定期的
に監査を行い、与信業務の牽制を行うとともに、取締役会等に監査結果の報告を行っております。

② 市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当社では、金利リスク管理の対象となる資産・負債を特定した上で、そのポートフォリオから生じる現
在価値変動額に対してリスク量上限を設定し、日次でその遵守状況を管理しております。また、定期的
にイールドカーブの形状変化（フラットニングやスティープニング）に対する現在価値変化の分析も実
施し、資産・負債に与える影響をモニタリングしております。リスクモニタリングにあたっては、フロ
ント・ミドル・バックオフィスの組織的な分離を行ったうえで、業務部門から独立したリスク管理部に
おいて実施する体制としております。モニタリング結果は日次で社内報告を行うとともに、定期的に
ALM委員会や取締役会にも報告し、相互牽制体制を確保しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当社は、為替の変動リスクは保有しておりません。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
金利リスク管理と同様、価格変動リスク管理の対象となる資産・負債を特定した上で、そのポートフォ
リオの取得原価に対してリスク量上限を設定し、日次でその遵守状況及び時価を管理しております。ま
た、定期的に、ストレス発生時での価格下落に対する時価変化の分析も実施し、資産・負債に与える影
響をモニタリングしております。

（ⅳ）デリバティブ取引
金利リスク管理および価格変動リスク管理の対象となる資産・負債の現在価値変動をコントロールする
目的で保有するものについては、金利リスク管理または価格変動リスク管理の枠組みの中で、それぞれ
管理しております。また、外国為替証拠金取引及びそのカバー取引の状況については、リスク管理部に
おいてモニタリングするとともに、その結果を日次で社内報告しております。

（ｖ）市場リスクに係る定量的情報
(ア)トレーディング目的の金融商品

当社は、トレーディング目的の金融商品は保有しておりません。
(イ)トレーディング目的以外の金融商品

当社において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける金融資産は、コールローン、買入
金銭債権、有価証券のうち満期保有目的の債券及びその他有価証券に分類される債券、貸出金であり、
これらで資産全体の87％程度を占めております。なお、現金預け金、金銭の信託及び貸出金のうち当
座貸越は、期日の定めがないため金利リスク管理の対象に含めておりません。金融負債は、預金、コ
ールマネーであり、負債全体の96％程度を占めております。また、デリバティブ取引は、債券先物取
引、金利先物取引であります。
当社では、これらの金融商品について、金利変動によるポートフォリオの現在価値の変化額として
「BPV（ベーシス・ポイント･バリュー：金利が0.01％変化したときの時価評価変化額）」を算定し、
金利変動リスク管理にあたっての定量的分析に利用しております。BPVの算定にあたっては、対象と
なる金融商品を商品分類ごとに、それぞれ金利期日等に応じて適切なキャッシュフローに分解し、当
社が定める期間ごとの金利変動による変化額を用いております。金利以外のすべてのリスク変数が一
定であることを仮定し、平成24年3月31日現在、指標となる金利が１ベーシス・ポイント（0.01％）
上昇したものと想定した場合には、当該金融商品の時価評価額が純額で５５百万円減少し、１ベーシ
ス・ポイント（0.01％）下落したものと想定した場合には、純額で５５百万円増加するものと把握し
ております。
当該変化額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数と
の相関を考慮しておりません。
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③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社では、資金調達において、短期資金（O/N～1ｹ月物）への過度の依存を防ぐために、短期の要資金調達
額に対して上限を設定し、日次でその遵守状況をモニタリングしております。また大量の預金流出など緊急
時の資金調達に備えるため、資金化が可能な資産の残高状況についてもモニタリングしております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった
場合、当該価額が異なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
平成24年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（1）現金預け金

（2）コールローン

（3）買入金銭債権

（4）金銭の信託

（5）有価証券

 満期保有目的の債券

その他有価証券

（6）貸出金

資産計

（1）預金

負債計

デリバティブ取引 （*1）

ヘッジ会計が適用されていないもの

デリバティブ取引計
（*1）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を、正味の債権・債務の純額で表示しております。

合計で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
資　産
（1）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。なお、預け金はすべて満期のないものであります。

（2）コールローン、（3）買入金銭債権
これらは、残存期間が短期間（６ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。

（4）金銭の信託
運用目的でなくかつ満期のない金銭の信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。なお、金銭の信託はすべて運用目的でなくかつ満期のないものであります。
また、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「(金銭の信託関係)」に記載しております。

（5）有価証券
債券は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されてい
る基準価格によっております。
変動利付国債については、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第25号平成20
年10月28日）を踏まえ、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上額としております。
なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フロー
を同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラテ
ィリティが主な価格決定変数であります。
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「(有価証券関係)」に記載しております。

（6）貸出金
貸出金のうち、最終返済期限までの残存期間が短期間（６ヶ月以内）のもの、及び当座貸越で返済期限を設
けていないものは、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。最終返
済期限までの残存期間が６ヶ月を超えるものは、貸出金の種類ごとに、元利金の合計額を新規貸出を行う際
の利率で割り引いて時価を算定しております。

負　債
（1）預金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、
定期預金の時価は、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、
新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間（６ヶ月以内）のも
のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、通貨関連取引であり、取引金融機関から提示された価格によっております。

－10,510 10,510

117,500 117,500 －

10,599 10,599 －

貸借対照表
計上額

時　価 差　額

19,853 19,853 －

1,187 1,187 －

1,187 1,187 －

205

494,419 494,625 205

494,419 494,625

－

547,269 547,779 509

26,983 26,983

－

20,073 20,583 509

341,750 341,750
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は保有しておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

コールローン

買入金銭債権

有価証券

貸出金（*）

（*）貸出金のうち、当座貸越26,436百万円は含めておりません。

（注４）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

預金（*）

（*）預金のうち、要求払預金319,576百万円は含めておりません。

（有価証券関係）
1. 満期保有目的の債券（平成24年3月31日現在）

2. その他有価証券（平成24年3月31日現在）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

債券

外国債券

合計

小計

その他

社債

国債

－ －

その他 － － －

26

社債 161,801 161,005 795

14,663

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

50920,073 20,583合計

種類
貸借対照表

計上額
（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

社債 713 710

外国債券 1,803 1,796

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

社債 14,861 15,372

小計 17,556 18,076

外国債券 2,695 2,703

種類
貸借対照表

計上額
（百万円）

時価
（百万円）

2,398 5,105 －合　計 148,430 16,271 2,636

10年超

5,105 －

5年超
7年以内

7年超
10年以内

148,430 16,271 2,636 2,398

合　計

1年以内
1年超

3年以内
3年超

5年以内

9,500 2,000 －

その他有価証券のうち満
期があるもの

満期保有目的の債券 1,200 2,300 5,000

29,486 20,200

－ －10,600 －

10年超

117,500 － － － － －

1年超
3年以内

△ 1,947

341,750 342,113 △ 363

91,991 93,938

3,388 4,423 △ 1,034

－ － －

60,476 61,346 △ 869

地方債 4,382 4,387 △ 4

23,743 23,781 △ 37

小計 249,759 248,175 1,583

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

国債

地方債 14,689

外国債券

73,269

－

72,506 762

債券

小計 2,516 2,506

差額
（百万円）

511

8

519

△ 3

△ 6

△ 9

－104 －

163,256 165,424 91,394 39,090 22,200 －

47 187 206

33,909 162,936 86,188 －

1年以内
3年超

5年以内
5年超

7年以内
7年超

10年以内

－ －
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3. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日）

4. 減損処理を行った有価証券
有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し
く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって貸
借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）するこ
ととしております。
当事業年度における減損処理額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社
の区分毎に次のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落
要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは破綻先と
同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社であります。また、正常先とは破綻先、
実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。

（金銭の信託関係）
1. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成24年3月31日現在）

その他の金銭の信託

（*）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は

それぞれ「差額」の内訳であります。

うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

（百万円）

うち貸借対照表
計上額が取得原

価を超えないもの
（百万円）

10,510 10,510 － － －

－ △ 182

貸借対照表
計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

△ 255

その他 433

社債 37,212 253 △ 33

地方債 － － －

債券

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

合計 481,437 1,119

外国債券 － － －

国債 443,791 865 △ 39
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（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
　有価証券償却 百万円
　その他有価証券評価差額金
　未払事業税
　賞与引当金
　退職給付引当金
　繰延消費税
　貸倒引当金
　繰延資産償却
　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
　資産除去債務
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額 百万円

2. 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律
第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」
（平成23年法律第117号）が平成23年12月2日に公布され、平成24年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率
の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に使用する法定実効税率は従来の４０．６９％から、平成24年4月1日に開始する事業年度から平成26年4月
1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については３８．０１％に、平成27年4月1日に開始する事業
年度以降に解消が見込まれる一時差異については３５．６４％となります。この税率変更により、繰延税金資産
は６２百万円減少し、その他有価証券評価差額金は１８百万円減少し、法人税等調整額は４４百万円増加してお
ります。

（１株当たり情報）
1. １株当たりの純資産額 ５７，２４４円１６銭
2. １株当たりの当期純利益金額 １，６０３円８０銭

１７６
１２９

８２
３９

１２
８

３６

１１
５３９

－
５５０

１１

５５０

３５
２８

11



５．第１２期（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

金　　　　　　　額

　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,295

減価償却費 1,744

減損損失 －

貸倒引当金の増減（△） △0

資金運用収益 △6,892

資金調達費用 610

有価証券関係損益（△） △866

金銭の信託の運用損益（△） △1

貸出金の純増（△）減 △1,602

預金の純増減（△） 36,374

有利息預け金の純増（△）減 1,022

コールローンの純増（△）減 △27,500

コールマネーの純増減（△） －

買入金銭債権の純増（△）減 △1,599

金銭の信託の純増（△）減 △1,500

先物取引差入証拠金の純増（△）減 △25

資金運用による収入 8,528

資金調達による支出 △667

その他 1,272

小　　　　　計 11,189

法人税等の支払額 △9

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,180

　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △595,525

有価証券の売却による収入 481,437

有価証券の償還による収入 114,411

有形固定資産の取得による支出 △185

有形固定資産の売却による収入 －

無形固定資産の取得による支出 △1,890

無形固定資産の売却による収入 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,752

　財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 －

財務活動によるキャッシュ・フロー －

　現金及び現金同等物に係る換算差額 －

　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,428

　現金及び現金同等物の期首残高 9,920

　現金及び現金同等物の期末残高 19,348

（注）現金及び現金同等物の範囲は、現金及び無利息預け金であります。

科　　　　　　　　　　　　目
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６．比較貸借対照表（主要内訳）
（単位：百万円）

19,853  11,447  8,405  

117,500  90,000  27,500  

10,599  8,999  1,599  

10,510  9,010  1,500  

361,824  362,787  △963  

26,983  25,380  1,602  

6,706  5,773  933  

430  468  △38  

4,641  3,953  688  

539  525  14  

△32  △33  0  

559,555  518,311  41,243  

494,419  458,045  36,374  

15,687  12,202  3,484  

104  106  △2  

100  76  24  

12  11  1  

510,325  470,443  39,882  

37,250  37,250  －　

4,626  4,626  －　

4,626  4,626  －　

7,586  6,207  1,379  

7,586  6,207  1,379  

繰 越 利 益 剰 余 金 7,586  6,207  1,379  

49,463  48,084  1,379  

△233  △215  △17  

△233  △215  △17  

49,229  47,868  1,361  

559,555  518,311  41,243  負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

（ 負 債 の 部 ）

預 金

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 出 金

金 銭 の 信 託

平成２２年度末
(B)

比　　　較
(A) - (B)

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

科　　　　目
平成２３年度末

(A)
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７．比較損益計算書（主要内訳）
（単位：百万円）

18,658  18,381  276  

6,892  7,372  △479  

(4,156) (4,059) (96) 

(2,531) (3,105) (△574) 

9,524  9,583  △58  

2,212  1,404  808  

27  20  7  

16,362  16,278  83  

610  789  △179  

(610) (789) (△178) 

6,833  6,747  85  

191  69  121  

8,499  8,620  △120  

227  51  176  

2,295  2,102  192  

－　 43  △43  

2,295  2,059  236  

949  8  941  

△33  82  △115  

916  90  826  

1,379  1,969  △590  

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

資 金 運 用 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

科　　　　目

（うち有価証券 利息 配当 金）

平成２３年度
(A)

平成２２年度
(B)

比　　　較
(A) - (B)

経 常 収 益
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８．比較キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

平成２３年度
(A)

平成２２年度
(B)

比　　較
(A)－(B)

　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,295  2,059  236  

減価償却費 1,744  1,881  △137  

減損損失 －　 21  △21  

貸倒引当金の増減（△） △0　 33  △34  

資金運用収益 △6,892  △7,372  479  

資金調達費用 610  789  △179  

有価証券関係損益（△） △866  △757  △109  

金銭の信託の運用損益（△） △1  △2  0  

貸出金の純増（△）減 △1,602  △330  △1,272  

預金の純増減（△） 36,374  14,226  22,148  

有利息預け金の純増（△）減 1,022  △1,410  2,432  

コールローンの純増（△）減 △27,500  △15,000  △12,500  

コールマネーの純増減（△） －　 △17,100  17,100  

買入金銭債権の純増（△）減 △1,599  1,627  △3,227  

金銭の信託の純増（△）減 △1,500  △1,000  △500  

先物取引差入証拠金の純増（△）減 △25  1,702  △1,727  

資金運用による収入 8,528  8,812  △284  

資金調達による支出 △667  △986  319  

その他 1,272  1,269  3  

小　　　　　計 11,189  △11,536  22,726  

法人税等の支払額 △9  △6  △2  

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,180  △11,543  22,724  

　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △595,525  △188,779  △406,745  

有価証券の売却による収入 481,437  131,770  349,666  

有価証券の償還による収入 114,411  78,035  36,376  

有形固定資産の取得による支出 △185  △246  60  

有形固定資産の売却による収入 －　 －　 －　

無形固定資産の取得による支出 △1,890  △1,415  △475  

無形固定資産の売却による収入 －　 －　 －　

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,752  19,364  △21,116  

　財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 －　 －　 －　

財務活動によるキャッシュ・フロー －　 －　 －　

　現金及び現金同等物に係る換算差額 －　 －　 －　

　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,428  7,820  1,607  

　現金及び現金同等物の期首残高 9,920  2,099  7,820  

　現金及び現金同等物の期末残高 19,348  9,920  9,428  

科　　　　　　　　　　　　目
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　　　９．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

（単位：百万円)

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

（注）１．上記は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものであります。

　　　２．上記金額は、全額個人向けローンに係るものであります。

　　１０．単体自己資本比率（国内基準）

（単位：百万円)

自己資本比率

基本的項目比率

自己資本の額

基本的項目の額

総所要自己資本額

　　１１．利鞘の状況

（単位：％)

資金運用利回り　　　①

貸出金利回り

有価証券利回り

コールローン利回り

預け金利回り

買入金銭債権利回り

資金調達利回り　　　②

預金利回り

外部負債利回り

資金利鞘　　　　①－② 1.18   1.31   

0.12   0.17   

0.10   0.11   

0.28   0.36   

0.12   0.17   

0.09   0.02   

0.68   0.84   

0.16   0.18   

1.31   1.48   

15.91   16.13   

　　　 5,637 　　　 5,602

平成２３年度 平成２２年度

　　　49,463 　　　48,084

　　　49,463 　　　48,084

　　　35.09% 　　　34.32%

　　　35.09% 　　　34.32%

平成２４年３月末 平成２３年３月末

　　　　　　　 － 　　　　　　　 －

7   1   

27,021   25,427   

27,136   25,526   

平成２４年３月末 平成２３年３月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 107   97   
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　　１２．定期預金の残存期間別残高

（単位：百万円)

６ヶ月超 １年超

１年以下 ２年以下

平成２４年３月末 97,576 50,853 9,598 16,814 174,843 

平成２３年３月末 92,278 52,308 8,728 13,841 167,156 

　　１３．営業経費の状況

（単位：百万円)

人件費

物件費

うち 減価償却費

税金

合計

　　１４．役員、従業員の状況

（単位：人)

役員

取締役

監査役

従業員

合計

（注）従業員は、派遣社員(平成２４年３月３１日現在９３人、平成２３年３月３１日現在９５人）を

      除いております。

236   230   

251   245   

10   10   

5   5   

平成２４年３月末 平成２３年３月末

15   15   

254   307   

8,499   8,620   

5,914   6,022   

1,744   1,881   

平成２３年度 平成２２年度

2,330   2,290   

合　計６ヶ月以下 ２年超
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2012年5月14日
ジャパンネット銀行

ご 参 考 資 料



１．平成23年度の主要トピックス

◆ JNB-FX PLUS 5月 ：取引手数料を無料化
6月 ：レバレッジを1倍に限定した「初級タイプ」取扱開始

12月 ：「FX税制改正」に関する調査を実施
2月 ：スマートフォン版FX取引画面の提供開始

◆ JNB投資信託 4月 ：「投信積立」「投信再投資コース」の取扱開始
 9月 ：ファンド検索機能「ファンドナビ」の提供を開始

：年間で37ファンド追加し、取扱ファンド数190本に　

◆ ワンタイムデビット 10月 ：スマートフォンでカード番号ダイレクト発行の
　専用ページを開設

◆ BA-PLUS 4月 ：複数の口座間の資金回収や分配を一括で行う
     　「バランス振替」の取扱開始

◆ 公営競技 9月 ：スマートフォン専用ページを開設

◆ JNB-toto 2月 ：口座ログインと同時に購入手続きが行える
　「ダイレクト購入機能」を開始

２．業容の推移
（億円）

（万件）

※通常の振り込みとXMLを利用した即時決済取引、toto関連決済取引およびワンタイムデビット決済の合計件数

３．業容項目の伸び

23年3月末 24年3月末

224 234

20年3月末

口座数（万件） 181 198 212

21年3月末 22年3月末

預金残高 4,225 4,349 4,438

22年度 23年度

個人向けローン残高 238 247 250

4,580 4,944

253 269

9,045 9,393

19年度

ネット決済件数(※） 7,297 8,549 9,209

20年度 21年度

224

234

100

120

140

160

180

200

220

240

23年3月末 24年3月末

4,580

4,944

2,200

2,600

3,000

3,400

3,800

4,200

4,600

5,000

23年3月末 24年3月末

248

264

160

180

200

220

240

260

280

23年3月末 24年3月末

顧客数（万人） 預金残高（億円） カードローン残高（億円） ネット決済件数（万件）

9,045
9,393

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

22年度 23年度

＋4.6％

　商品・サービス

＋7.9％ ＋6.5％ ＋3.8%

　商品・サービス
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口座数の推移（万件）

181

198

212

224

234

120

150

180

210

240

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 24年3月末

預金残高の推移（億円）

4,225
4,349 4,438

4,580

4,944

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 24年3月末
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ネット決済件数の推移（万件）

7,297

8,549
9,209 9,045

9,393

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

個人向けローン残高の推移（億円）

238
247 250 253

269

150

180

210

240

270

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 24年3月末
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４．業績の推移
（百万円）

５．経常収益の内訳

19年度

業務粗利益

営業経費 8,180

10,123

経常利益 2,295

8,4998,620

2,102805

8,920

704

8,654

2,290

23年度

10,429 11,204 11,007

22年度

10,767

20年度 21年度

業績の推移（百万円)

2,290 2,295

704805

2,102

0

3,000

6,000

9,000

12,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

業務粗利益 営業経費 経常利益

為替等手数料
9,524百万円

51％

ローン
4,156百万円

22％

市場運用
2,736百万円

15％

その他
2,240百万円

12％

為替等手数料
9,583百万円

52％

ローン
4,059百万円

22％

市場運用
3,312百万円

18％

その他
1,425百万円

8％

22年度　　18,381百万円 23年度　　18,658百万円
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６．当社の概要

　名称 株式会社ジャパンネット銀行 （英名：The Japan Net Bank, Limited） 

　代表者 代表取締役社長 小村 充広

　本社 東京都新宿区西新宿2-1-1 新宿三井ビル

　設立 平成12年9月19日

　開業 平成12年10月12日

　資本金 372億5千万円 

　株主構成 総株式数 議決権

持株比率 議決権比率

354,000 41.16% 354,000 61.44%

354,000 41.16% 70,200 12.18%

60,000 6.98% 60,000 10.41%

40,000 4.65% 40,000 6.94%

20,000 2.33% 20,000 3.47%

20,000 2.33% 20,000 3.47%

4,000 0.47% 4,000 0.69%

4,000 0.47% 4,000 0.69%

4,000 0.47% 4,000 0.69%

　格付け 長期優先債務格付Ａ  （株式会社日本格付研究所）

株主名

株式会社三井住友銀行

ヤフー株式会社

日本生命保険相互会社　

三井住友海上火災保険株式会社

三井生命保険株式会社

住友生命保険相互会社

富士通株式会社

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

東日本電信電話株式会社

お問い合わせ先 ： 株式会社ジャパンネット銀行 企画部
Tel：03-3344-5210　　　　Fax：03-3344-5212

URL：http://www.japannetbank.co.jp/
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